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平成 19 年  3 月期  個別中間財務諸表の概要       平成 18 年 11 月 14 日 

上 場 会 社 名         三 洋 工 業 株 式 会 社           上場取引所  東 

コ ー ド 番 号         ５９５８                   本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ  http://www.sanyo-industries.co.jp） 

代  表  者 役職名 取締役社長     氏名  山岸 文男 

問合せ先責任者 役職名 取締役財務部長   氏名  松野 正文     ＴＥＬ(03) 3685－3451 

決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 14 日       配当支払開始日 平成 18 年 12 月 8 日 

単元株制度採用の有無            有(1 単元 1,000 株) 

 
１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                       金額の表示は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

18 年 9 月中間期 12,882   △0.4 115     － 189    589.3 
17 年 9 月中間期 12,935    6.4 △28     － 27   △33.8 

18 年 3 月期 28,140       500       600       
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
 

 百万円    ％ 円   銭  
18 年 9 月中間期 185    125.2 5.32  
17 年 9 月中間期 82   △50.6 2.45  

18 年 3 月期 605        17.80  
(注)①期中平均株式数 18 年 9 月中間期  34,834,961 株   17 年 9 月中間期  33,606,591 株 

 18 年 3 月期    34,016,225 株 
②会計処理の方法の変更   無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 22,371 11,910 53.2 341.92 
17 年 9 月中間期 21,243 10,949 51.5 325.83 

18 年 3 月期 23,190 11,882 51.2 341.09 
(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期  34,834,044 株  17 年 9 月中間期  33,604,875 株 

18 年 3 月期    34,835,564 株 
②期末自己株式数  18 年 9 月中間期     365,956 株  17 年 9 月中間期   1,595,125 株 

18 年 3 月期      364,436 株 
 
２． 19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 28,400 800 530 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  15 円 22 銭 
 
３．配当状況 

・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18 年 3 月期 2.50 2.50 5.00 

18 年 9 月期（実績） 3.00 ― 

19 年 3 月期（予想） ― 3.00 
6.00 

 
※ なお、上記の予想に関する事項については、「中間決算短信（連結）」の「経営成績および財政状態」
の通期の見通し（10 ページ）をご参照下さい。 
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中　 間　 貸 　借 　対 　照 　表
（単位：百万円）

平成１８年９月３０日 平成１７年９月３０日 平成１８年３月３１日

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

％ ％ ％

流　動　資　産 １６，０８６ 71.9 １５，６１７ 73.5 １７，１２１ 73.8

現金及び預金 ２，１１６ ２，３４７ ２，３１０

受 取 手 形 ５，３０５ ５，４７１ ６，６０７

売 掛 金 ４，８４６ ４，４６２ ４，８４６

有 価 証 券 １，５０２ ９０１ ９０１

た な 卸 資 産 ２，１９１ ２，２３２ ２，２０８

短 期 貸 付 金 ２６１ ３５７ ４０８

繰延税金資産 ９４ ７６ ９４

そ の 他 ４０ ６７ ３４

貸 倒 引 当 金 △２７２ △２９８ △２９０

固　定　資　産 ６，２８２ 28.1 ５，６２１ 26.5 ６，０６５ 26.2

有形固定資産 ４，０６４ ３，７０８ ３，６８９

建 物 １，２１５ １，２９３ １，２５１

機 械 装 置 ８３６ ７６０ ７２８

土 地 １，７９５ １，４３２ １，４３２

そ の 他 ２１６ ２２３ ２７８

無形固定資産 １３２ １６０ １４０

投資その他の資産 ２，０８５ １，７５２ ２，２３５

そ の 他 ２，２９８ ２，００６ ２，４６１

貸 倒 引 当 金 △２１２ △２５３ △２２６

繰　延　資　産 ２ 0.0 ３ 0.0 ３ 0.0

２２，３７１ 100.0 ２１，２４３ 100.0 ２３，１９０ 100.0

前中間会計期間末 前事業年度要約貸借対照表

（ 資 産 の 部 ）

資 産 合 計

科　　　　　　目

当中間会計期間末
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中　 間　 貸 　借 　対 　照 　表
（単位：百万円）

平成１８年９月３０日 平成１７年９月３０日 平成１８年３月３１日

金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比 金　　　　額 構成比

流　動　負　債 ８，１０１ 36.2 ７，８６７ 37.0 ８，７４７ 37.7

支 払 手 形 ４，５１４ ４，７１５ ５，４７８

買 掛 金 １，８５８ １，８２３ １，８４３

短 期 借 入 金 ７８８ ５８８ ６６３

未 払 金 ２３９ ３１３ ２７６

未払 法 人 税等 １２２ ３０ ７２

賞 与 引 当 金 １５７ １４２ １４５

そ の 他 ４２０ ２５３ ２６８

固　定　負　債 ２，３５８ 10.6 ２，４２６ 11.5 ２，５６１ 11.1

社 債 ５００ ５００ ５００

長 期 借 入 金 ３ ４ １０３

繰延 税 金 負債 １２３ １２９ １８１

退職給付引当金 １，５０９ １，５９０ １，５６４

役員退職慰労引当金 ２２２ ２０３ ２１２

１０，４６０ 46.8 １０，２９３ 48.5 １１，３０８ 48.8

資　　本　　金 ― ― １，７６０ 8.3 １，７６０ 7.6

― ― １，１０１ 5.1 １，１６８ 5.0

― １，１０１ １，１６８

― ― ８，３５３ 39.3 ８，７９３ 37.9

― ４４０ ４４０

― ７，３００ ７，３００

― ６１３ １，０５３

― ― １８７ 0.9 ２６３ 1.1

― ― △４５３ △ 2.1 △１０３ △ 0.4

― ― １０，９４９ 51.5 １１，８８２ 51.2

― ― ２１，２４３ 100.0 ２３，１９０ 100.0

株　主　資　本 １１，７１５ 52.4 ― ― ― ―

１，７６０ ― ―

１，１６８ ― ―

１，１６８ ― ―

８，８９１ ― ―

４４０ ― ―

８，４５１ ― ―

固定資産圧縮積立金 １９ ― ―

別 途 積 立 金 ７，６００ ― ―

繰越利益剰余金 ８３２ ― ―

自　己　株　式 △１０４ ― ―

評価・換算差額等 １９４ 0.8 ― ― ― ―

１９４ ― ―

１１，９１０ 53.2 ― ― ― ―

２２，３７１ 100.0 ― ― ― ―

負 債 ・ 資 本 合 計

（ 純 資 産 の 部 )

資 本 剰 余 金

純 資 産 合 計

中間(当期)未処分利益

その他有価証券評価差額金

自　己　株　式

資 本 合 計

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

科　　　　　　目

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度要約貸借対照表

（ 負 債 の 部 ）

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 )

資 本 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資　　本　　金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

その他有価証券評価差額金
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中　間　損　益　計　算　書
（単位：百万円）

当中間会計期間 前中間会計期間

自平成１８年４月　１日 自平成１７年４月　１日 自平成１７年４月　１日

至平成１８年９月３０日 至平成１７年９月３０日 至平成１８年３月３１日

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比

％ ％ ％

１２，８８２ 100.0 １２，９３５ 100.0 ２８，１４０ 100.0

９，８２３ 76.3 ９，９３７ 76.8 ２１，５７７ 76.7

３，０５９ 23.7 ２，９９７ 23.2 ６，５６３ 23.3

２，９４３ 22.8 ３，０２５ 23.4 ６，０６３ 21.5

１１５ 0.9 △２８ △ 0.2 ５００ 1.8

１１１ 0.9 ８９ 0.7 １７１ 0.6

３６ 0.3 ３４ 0.3 ７１ 0.3

１８９ 1.5 ２７ 0.2 ６００ 2.1

１００ 0.8 ４８ 0.4 ４９ 0.2

０ 0.0 ３ 0.0 ３０ 0.1

２８９ 2.3 ７２ 0.6 ６１９ 2.2

１１４ 0.9 ２１ 0.2 ６３ 0.2

△９ △ 0.0 △３１ △ 0.2 △４９ △ 0.1

１８５ 1.4 ８２ 0.6 ６０５ 2.1

－ ５３１ ５３１

－ － ８４

－ ６１３ １，０５３

中 間 配 当 額

中間(当期)未処分利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中間(当期)純利益

前 期 繰 越 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税引前中間(当期)純利益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

科　　　　　　　　目

前事業年度要約損益計算書



三洋工業㈱（5958） 平成 19 年 3 月期中間決算短信 

 

－ 29 － 

 

 

中間株主資本等変動計算書

自平成18年4月 1日
至平成18年9月30日

（単位：百万円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高 １，７６０ １，１６８ ４４０ ― ７，３００ １，０５３ ８，７９３

剰余金の配当(注) △８７ △８７

中間純利益 １８５ １８５

自己株式の取得 ―

固定資産
圧縮積立金の積立

１９ △１９ ―

別途積立金の積立(注) ３００ △３００ ―

株主資本以外の項目
の当中間会計期間中
の変動額(純額)

―

― ― ― １９ ３００ △２２１ ９８

平成18年9月30日残高 １，７６０ １，１６８ ４４０ １９ ７，６００ ８３２ ８，８９１

株主資本
評価・換算

差額等

平成18年3月31日残高 △１０３ １１，６１８ ２６３ １１，８８２

剰余金の配当(注) △８７ △８７

中間純利益 １８５ １８５

自己株式の取得 △ ０ △ ０ △ ０

固定資産
圧縮積立金の積立

― ―

別途積立金の積立(注) ― ―

株主資本以外の項目
の当中間会計期間中
の変動額(純額)

― △６９ △６９

△ ０ ９７ △６９ ２８

平成18年9月30日残高 △１０４ １１，７１５ １９４ １１，９１０

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

資本金
資本準備金 利益準備金

利益剰余金
合計

自己株式 株主資本合計
その他

有価証券
評価差額金

純資産合計

中間会計期間中の変動額

中間会計期間中の変動額

当中間会計期間中の
変動額合計

当中間会計期間中の
変動額合計
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

   満期保有目的の債券………償却原価法（定額法） 

   子 会 社 株式      ………移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

    時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの………移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

   商    品………最終仕入原価法 

   原  材  料………先入先出法による原価法 

   製品・仕掛品………見積原価（先入先出法） 

            なお、実際原価との差額は中間会計期間末に修正しております。 

 

 ２．固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産及び賃貸不動産 

     建    物………平成１０年３月３１日以前取得した建物………………………………定率法 

              平成１０年４月 １日以降取得した建物(建物附属設備を除く)……定額法 

     そ  の  他………定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

  (2) 無形固定資産 

の れ ん      ………５年間で毎期均等額を償却しております。 

そ の 他      ………定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

 

 ３．繰延資産の処理方法 

    社債発行費………３年間で毎期均等額を償却しております。 

 

 ４．引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

債権（売掛金等）の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

  (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により発生の翌期から費用処理しております。 
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  (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、「役員退職慰労金規程」に基づく中間会計期間末要支

給額を計上しております。 

 

 ５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消費税等については、相殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

 

 

会計処理の変更 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

  当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号 

平成 17 年 12 月 9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第 8号 平成 17 年 12 月 9 日）を適用しております。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

  なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 11,910 百万円であります。 

  中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 賃貸不動産の減価償却累計額

3. 担保資産

担保差入資産

建物

土地

その他

計

上記の担保資産に対する債務

短期借入金

社債（銀行保証付無担保社債）

長期借入金

計

4. 中間会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の中間会計期間末日満期手形が

中間会計期間末残高に含まれております。

受取手形

（中間損益計算書関係）

1. 営業外収益の内重要なもの

2. 営業外費用の内重要なもの

3. 特別利益の内重要なもの

4. 減価償却実施額

土地売却益 42 投資有価証券売却益 47

賃貸不動産 10賃貸不動産 4 賃貸不動産 5

無形固定資産 16

有形固定資産 142

無形固定資産 8 無形固定資産 8

有形固定資産 128

賃貸不動産関係費 45

投資有価証券売却益 49

有形固定資産 271

投資有価証券売却益 51

賃貸不動産関係費 27 賃貸不動産関係費 22

受取賃貸料 87

支払利息 6 支払利息 5 支払利息 11

受取賃貸料 44 受取賃貸料 43

(百万円) (百万円) (百万円)

受取利息 8 受取利息 6 受取利息 13

316

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

500 500 500

231 222

50

595

227

737 537

前事業年度末

(百万円)

417

612

675

50

7,211

208

640

当中間会計期間末

(百万円)

7,301

49

201

389

前中間会計期間末

(百万円)

7,080

－

417

127

100

1,237 1,037 1,212

－
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間

自己株式に関する事項

(変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　1千株

（リース取引関係）

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

当中間会計期間末

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

前中間会計期間末

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末

子会社株式で時価のあるものは、ありません。

365普通株式（千株） 364 1 －

前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末株式の種類


